
□第2回大阪府消費者保護審議会条例改正検討部会における各委員の意見等
	グループ
	課題・項目
	意　　　見
	備　　考

	Ａ
	○特定商取引法の一部改正に伴う事項
「訪問買取」に関する規制等

	○条例は、事業者から消費者への「販売」「供給」のみを想定。消費者から事業者が「もの」を「購入」するという場合も、条例の対象となるよう文言等の改正を検討する必要がある。（「販売」「供給」「購入」を「取引」にする等）
○条例で「販売」、「販売等」など、色々な文言が使われている。条例及び規則全体について確認のうえ整理する必要がある。

	◆関係条項
・第二条、第一号、第二号、第三号、第八号
・第四条第一項、第一項第二号、第二項
・第八条第一項　　・第九条第一項、第二項
・第十条　・第十一条第一項
・第十四条第一項　
・第十六条、第四号
・第二十四条　　・第二十五条第一項
・第二十六条　　・第二十九条
・第三十条
・規則第五条関係別表
〔確認等事項〕
　「訪問購入」等について、法の対象外物品も含めて現行の第十六条及び規則第五条別表に規定する禁止行為を対象とすべきか

	Ａ
	○消費者教育の推進に関する法律施行に伴う事項
消費者教育の位置付け、都道府県消費者教育推進計画、
消費者教育推進地域協議会
	○現行条例では、第五章 雑則 第三十条（情報の提供及び消費者教育等）で規定。第五章を新たに「消費者教育」として規定すべき。

	◆関係条項
・前文
・第二条第六号　　・第七条
・第三十条

	Ａ
	○消費者安全法の一部改正に伴う事項
実態のない権利等の取引による財産被害にかかる危害防止等

	○現行条例には、財産に関する被害の規定はあるが、「商品及び役務等がその欠陥により発生させる」ものとなっている。前提が「商品」や「サービス」の「欠陥（本来有すべき品質、機能、安全性等を備えていない）」による場合しか想定されていないところがある。
○今回の法改正で規定された「実態のない権利等」の取引における被害については条例の対象とすべきであり、そのために、条例を誰が読んでもわかりやすい表現に変えるべき。
	◆関係条項
・第八条　　・第九条第一項、第二項
・第十条
〔確認等事項〕
「実態のない権利等」の取引における被害については、現条文でも含まれると解釈可能であるとの意見もあるが、改定すべきか。

	Ｂ
	○「不招請勧誘行為」の禁止に関する事項
「訪問購入」における不招請勧誘の禁止など

	○法の対象商品は条例で重複して規制しなくても問題はない。
○法対象外の商品まで、条例により法律と同等の規制をすることは難しい。
○現行条例第十六条及び規則第5条関係別表で規定している「拒絶の意思を表明している消費者に関する勧誘」を現行の「訪問販売」に加え「訪問購入」における場合も併せ規則から条例に変更して規定してはどうか。
	◆関係条項
・第十六条（規則第五条別表１ト）
〔確認等事項〕
　①｢拒絶の意思を表明している消費者への勧誘」の禁止行為のみを条例で規定するのは、他の禁止行為との整合性について
②「訪問購入」等について、法の対象外物品も含めて現行の第十六条及び規則第五条別表に規定する禁止行為を対象とすべきか
（再掲）

	
	「訪問販売お断りステッカー」の運用

	○現行の「訪問販売お断りステッカー」について、「訪問購入」も含む「訪問取引」に文言を変更し、併せて「悪質な」の文言を削除することにより、条例及び規則の禁止行為である「拒絶の意思を表明している消費者に関する勧誘」における「拒絶の意思表示」とすることで法対象外商品に対しても一定の効果が期待できる。
	◆関係条項
・第十六条（規則第五条別表１ト）の運用



	グループ
	課題・項目
	意　　　見
	備　　考

	Ｂ
	○苦情審査委員会の実施規定に関する事項
公表規定関係

	○あっせん及び調停に付した事案についての公表規定が第三十条（情報の提供）を根拠としている。より明確化する必要があるため、第３章の規定の中（第二十五条（審議会のあっせん等）等）に付託事案の公表規定を加えるべき。
○第二十八条は、条例の実効性の担保のため、勧告に従わない場合や調停への出席を拒否した場合等、指示に従わなかった場合に、制裁的機能として条例に規定されているもの。あっせん及び調停において、どのような場合に事業者名等を公表するかについては、訴訟リスク等が考えられることから、慎重な検討が必要。
	◆関係条項
・第二十四条　　・第二十五条　・第二十八条
・第三十条
〔確認等事項〕
　①第二十五条に審議会への付託案件に関する公表規定を追加し、第二十八条に規定する事業者名等の公表は「調停」のみで良いか
②あっせん及び調停の事案、経過及び結果について、事業者の氏名等の公表を行うべきか


	
	「あっせん」の際の当事者への出席要求

	○あっせんにおいても、実際の運用では当事者の出席を求めている。そのため実態との整合性を図る必要があると考えることから、条例で明確に規定すべき。
○あっせんの場合でも当事者に出席を求めることができる規定とする場合、第二十五条第二項｢調停のため｣の記載は不要ではないか。また、当然に必要があるため出席を求めるのであることから「必要があると認めるときは」の記載についても不要ではないか。
	◆関係条項
・第二十五条
〔確認等事項〕
　・第二十五条第二項の規定は、出席を拒否した場合には、制裁的な行政行為（事業者の氏名等の公表）を行うことができることになっていることから、審議会が無条件に招集できるのではなく、明確に必要があると判断した場合のみと規定されている。

	Ｂ
	○自主行動基準届出に関する事項
届出時の審査基準等

	○現行の制度は、一定の事業者への指導基準になっており意義がある。
○届出基準については、例えば苦情件数が何件以上というような量的な判断基準であれば可能かもしれないが、相談内容による基準を設けるのは難しい。現状、運用による対応ができているのであればそのままの対応でも良いのではないか。
	◆関係条項
・第十一条　　・第十二条　　・第十三条
〔確認等事項〕
　・「資料３」改正案に第十一条第三項及び第四項に「届出時に基準の内容を遵守していないと認められる場合の是正を勧告できる」とした改正案を記載。このように規定した場合の課題・問題点はないか。

	Ｂ
	○消費者基本計画の策定に関する事項

	○実際に他府県では４年、５年サイクルで計画を立てている。大阪においても計画を立て、定期的に検証し、必要に応じて施策の見直し等を行うべき。
○消費者基本計画を立てる際には、消費者保護審議会の意見を踏まえるべき。
	◆関係条項
・第三条（府の責務）
〔確認等事項〕
　・「資料３」改正案に第七条の２として「基本計画」を追加。記載内容に問題点等はないか

	Ｂ
	○応訴における訴訟支援について

	○消費者が事業者から訴訟を提起された場合でも支援の対象とするべき。

	◆関係条項
・第二十六条　・第二十七条
・規則第十七条第一項第一号、第二号
・規則第十八条第一項第一号、第三号
〔確認等事項〕
　・制度策定時には、実際のニーズがあるのか等、その必要性の明確な根拠が必要


	グループ
	課題・項目
	意　　　見
	備　　考

	Ｂ
	○条例全体の文言整理について
前文、全体の文言の整理
	○現行条例の前文や文言等について、時代の経過による社会経済情勢の変化等に伴い変更すべきところがないかを整理のうえ、改定を検討すべき。
	〔確認等事項〕
　・「資料３」改正案に前文の改正案を記載
　

	Ｂ
	○都道府県教育推進地域協議会の設置に関する事項
消費者教育の推進に関する法律における都道府県の努力義務

	○消費者教育に関する組織は、新たに設置する場合や、現在の審議会の部会として設置する方法も考えられる。
○組織をどうするかはともかく、消費者教育推進のため所要の措置を講ずる必要がある。

	◆関係条項
・前文
・第二条第一項第六号  ・第七条　・第三十条
〔確認等事項〕
　　・「資料３」改正案に新たに「第五章 消費者教育」とし第二十八条の２に消費者教育の充実及び必要な事項を定めるべき責務を規定

	Ｃ
	○条例の名称に関する事項
現状において「保護」という文言は不要
	○名称については個人の価値観の問題が大きい。部会では判断できない。

	〔確認等事項〕
　・部会での結論は出さず、審議会総会にお
いて判断してもらうことで良いか。


	Ｃ
	○集団的消費者被害回復制度に関する事項

	○現在、法律自体の内容等が未確定な状況。現時点での議論は難しい。
【参考】
・平成２５年４月１９日「消費者裁判手続き特例法案」を閣議決定
・現在開会中の国会（第183回国会：会期6/26まで）で成立した場合、
平成26年度施行される見込み
・経済界からは「乱訴につながる」「企業が萎縮する」との懸念がある
	※「消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関する法律案」については【資料６】参照


	その他
	○府消費生活センターの位置付け
○市町村への支援と連携

	○府消費生活センターを「センター・オブ・センター」として明確に位置づける必要があるのではないか。
○府内市町村との関係をもっと明確に位置づける必要があるのでないか。

	◆関係条項
・第三条第二項、第三項
〔確認等事項〕
　・府消費生活センターの責務及び市町村への支援等については、第三条に規定。
　・なお、第三十三条に規定する「他の地方公共団体」は他の都道府県及び市町村を想定しており、府内の市町村の想定ではない。
・なお、「市町村の責務」に関する規定について、平成１７年の審議会答申において「府と市町村は、対等な地方自治体であり、現行条例の市町村の責務については削除すべき」との意見を踏まえ関係条文が削除された。


【資料２】









